















































































































る混合計画の 2要因分散分析を行った。その結果、時間要因の主効果は F（1, 204）= 6.366, p = .012, partial
η2 = .030となり有意であったが、交互作用は F（1, 204）= .566, p = .688, partialη2 = .011となり有意差は認
められなかった。学習習慣と学習意欲についても、時間要因の主効果は有意であったが、交互作用は認め
られなかった。209名について、1日あたりに読む語数を前期と後期で比較するために、Wilcoxon の符号付





















































ある（Luthans et al., 2015）。
それではなぜサイキャップをダイバーシティ・マネジメントに導入する必要があろうか。それは、就労者
の仕事に対する価値観が私生活を重視する方向に多様化しているからである（辺見 , 2019）。この仕事価値
観の多様化を活用するためには、仕事以外の多様な空間での活動を通じて向上しうるヒトの能力を捉え、
それを活用せねばならない。ゆえに、本研究はダイバーシティ・マネジメントにヒトの成長を捉えるサイ
キャップを導入する。本研究では文献調査を通して主に次の 2点が今後の課題となることを考察した。
第 1には、多様な空間を通してサイキャップを向上させる方法である。ヒトは仕事以外でもサイキャッ
プを向上させうるが、それはいかなる要件の下で達成されるのだろうか。また、企業の人的資源管理はい
かにして従業員のサイキャップ向上を支援できるだろうか。
第 2には、向上したサイキャップを仕事で発揮させる方法である。サイキャップが高いヒトが必ずしも仕
事に打ち込んでいるというわけではない。加えて、ライフステージに応じてサイキャップを発揮する領域
が変化する可能性もある。それでは、仕事においてサイキャップを発揮してもらうには何が必要だろうか。
今後、多様な仕事価値観を有する就労者を活用するために上記の 2つの課題が重要となる可能性は高い
といえよう。
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第338回　研究発表会（2020年10月21日）
後　段〔司会：梅野　巨利 教授〕
1．発表者　平野　光俊 教授
2．演　題　日本の人事部は変わったか　─社員格付け制度との補完性の観点から─
3．要　旨 
これまで日本企業の人事部は人事権と社員個別の人事情報を持つ「強い人事部」として捕捉されてきた。
そして歴史的に見て，平成雇用不況期（1997年～）以前の日本型人事システムは，「企業特殊総合技能の発
展を企図した幅広いキャリア開発」「職能資格制度」「人事権の人事部集中」「人事部による社員個別の人事
情報の一元的収集蓄積」といった特質を備えていた。同時に流動性の乏しい労働市場や厳しい解雇整理法
制とも補完的に結びついていた。
本報告では，社員格付け制度と人事部の補完性に着目し，今日の日本の人事システムの実態と，それが機
能的となりうる論理を議論する。データは神戸大学と日本能率協会（JMA）が共同で行った「人材マネジ
メントの新展開」プロジェクトの質問票調査における人事部長の回答で，サンプルサイズは134社である。
分析の結果，「職能資格制度と人事権の人事部集中」と「役割等級制度と人事権のライン分権」の異なる
2つの補完的組み合わせが存在することが分かった。同時に，役割等級制度に移行した企業であっても，こ
れまでと同等あるいはそれ以上に，人事部が粘着的人事情報を収集蓄積していることも分かった。以上よ
り次のことが主張される。第 1に，今日の日本企業の社員格付け制度は，職能資格制度，役割等級制度，
職務等級制度の 3つのタイプに多様化しているが，主流は，能力主義と職務主義を両立させる役割等級制
度である。第 2に，職能資格制度から役割等級制度へ移行するのであれば，人事権はラインに委譲しつつ
も、人事部による人事情報の収集蓄積の努力を放棄してはならない。すなわち「強い人事部」を単に「強
い上司」に置き換えるのではなく，人事部が粘着性の高い社員個別の人事情報を収集蓄積し，適材適所の
キャリア開発を実現するようライン上司と個人を支援し，キャリア相談等を通じて社員のキャリア自律意
識を高めていくことが肝要である。
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